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(57)【要約】
【課題】層状の燃料電池部材の固着性を高める。
【解決手段】本発明のある態様の平面燃料電池は、電極
層を貫通して延在しかつ、その下にある層(例えば、基
板部材または集電部材)内に延在する凹部によって外部
層(例えば、燃料または流体マニホールド)に固着された
複合層を有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のインターコネクタ領域および複数のイオン伝導領域を含む複合層と、
　前記複合層の第１の面および前記第１の面と反対側の第２の面の上に形成され、複数の
アノード領域および複数のカソード領域を含む複数の電極領域と、
　前記複合層の第１の面に形成され、第１の電極領域を貫通して延在し、かつ前記第１の
電極領域の下にあるインターコネクタ領域に部分的に延在する少なくとも１つの凹部と、
　少なくとも１つの凹部に配置され、前記第１の電極領域および前記第１の電極領域の下
にある前記インターコネクタ領域に接触する第１の接着材料と、
　少なくとも１つの凹部の上に配置され、第１の接着材料によって前記複合層に固着され
た流体マニホールド層と、
　を含む平面燃料電池アセンブリ。
【請求項２】
　少なくとも１つの凹部が前記複合層の第１の面に対して直角に形成されている請求項１
に記載の平面燃料電池アセンブリ。
【請求項３】
　少なくとも１つの凹部が前記複合層の第１の面に対して９０℃未満の角度で形成されて
いる請求項１に記載の平面燃料電池アセンブリ。
【請求項４】
　前記複合層が第１のチャネルおよび第２のチャネルを含む少なくとも２つの凹部を有し
、
　前記第１のチャネルが前記複合層の第１の面に対して９０度未満の角度で形成され、前
記第２のチャネルが前記複合層の第１の面に対して９０度より大きい角度で形成されてい
る請求項１に記載の平面燃料電池アセンブリ。
【請求項５】
　前記複合層が第１のチャネルおよび第２のチャネルを含む少なくとも２つの凹部を有し
、
　第１のチャネルおよび第２のチャネルがともに前記複合層の第１の面に対して９０度未
満の角度で形成されている請求項１に記載の平面燃料電池アセンブリ。
【請求項６】
　少なくとも１つの凹部により隣接する電極領域の間に絶縁ギャップが形成された請求項
１乃至５のいずれか１項に記載の平面燃料電池アセンブリ。
【請求項７】
　１つの電極領域に形成された少なくとも２つのチャネルを含む請求項１乃至６のいずれ
か１項に記載の平面燃料電池アセンブリ。
【請求項８】
　第１の接着材料の上に配置された第２の接着材料をさらに含み、
　前記第２の接着材料は前記第１の接着材料と異なり、
　かつ前記第２の接着材料は前記流体マニホールド層と固着している請求項１乃至７のい
ずれか１項に記載の平面燃料電池アセンブリ。
【請求項９】
　複数のインターコネクタ領域および第２の面を含む複合層を用意する工程と、
　前記複合層の第１の面に少なくとも１つの凹部を形成する工程と、
　前記複合層の第１の面に、第１の電極領域を貫通して延在し、かつ前記第１の電極領域
の下にあるインターコネクタ領域に部分的に延在する少なくとも１つの凹部を形成する工
程と、
　前記少なくとも１つの凹部に、前記第１の電極領域の下にある前記第１の電極領域およ
び前記インターコネクタ領域の両方と接触する第１の接着材料を堆積する工程と、
　前記少なくとも１つの凹部の上に流体マニホールド層を固着する工程と、
　を備え、
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　前記流体マニホールド層が前記第１の接着材料によって前記複合層の第１の面と固着す
る平面燃料電池アセンブリの製造方法。
【請求項１０】
　複数のインターコネクタ領域がそれぞれ少なくとも１つの導電領域および少なくとも１
つのイオン伝導領域を含む請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　少なくとも１つの凹部が前記複合層の第１の面に対して直角に形成される請求項９また
は１０に記載の方法。
【請求項１２】
　少なくとも１つの凹部が前記複合層の第１の面に対して９０℃未満の角度で形成される
請求項９または１０に記載の方法。
【請求項１３】
　少なくとも２つの凹部が第１のチャネルおよび第２のチャネルを含む前記複合層の第１
の面に形成され、
　前記第１のチャネルが前記複合層の第１の面に対して９０度未満の角度で形成され、前
記第２のチャネルが前記複合層の第１の面に対して９０度より大きい角度で形成される請
求項９または１０に記載の方法。
【請求項１４】
　少なくとも２つの凹部が、第１のチャネルおよび第２のチャネルを含む前記複合層の第
１の面に形成され、
　第１のチャネルおよび第２のチャネルがともに前記複合層の第１の面に対して９０度未
満の角度で形成される請求項９または１０に記載の方法。
【請求項１５】
　少なくとも１つの凹部により隣接する電極領域の間に絶縁ギャップが形成される請求項
９乃至１４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１６】
　少なくとも２つのチャネルが１つの電極領域に形成される請求項９乃至１５のいずれか
１項に記載の方法。
【請求項１７】
　第１の接着材料の上に第２の接着材料をさらに配置する工程を含み、
　前記第２の接着材料は前記第１の接着材料と異なり、
　かつ前記第２の接着材料は前記流体マニホールド層と固着される請求項９乃至１６のい
ずれか１項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、燃料電池システムの部材を固着する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　携帯型電子機器は、高性能化が図られる一方で、小型化される傾向にある。電子部品が
小型化され、高機能かつ複雑な技術を組み込むにつれて、関連する電力供給の需要が通常
高まる。例えば、装置全体が付加的な技術に対応し、かつ全体の寸法を小さくできるよう
に、電力供給は、より小さい体積を占めるか、より小さい設置面積を占める必要がある。
さらに、付加的な技術は、電力供給がより長期間持続したり、電子部品が安定した性能を
発揮するために一定の割合で電力が供給されることを要求しうる。
【０００３】
　電力供給の一例が燃料電池システムである。燃料電池システムは１以上の燃料電池層を
含みうる。各層は、１以上のアノードおよびカソード、ならびにアノードとカソードとの
間に位置する電解質膜を含む。小型で、層状の燃料電池システムは、省スペース化の要求
に応えつつ、頑丈でなければならない。
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　層状の燃料電池部材の固着性を高める要求が存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　ある実施の形態では、本発明は、複合層および複数の電極部を含む平面燃料電池アセン
ブリを有する。複合層は、複数のインターコネクタ領域および複数のイオン伝導領域を有
する。電極領域は、複合層の第１の面および第２の面の上に位置し、複数のアノード領域
および複数のカソード領域を含む。第１の面は、第２の面の反対側の面である。少なくと
も１つの凹部が前記複合層の第１の面に形成され、少なくとも１つの凹部が第1の電極領
域を貫通して延在し、前記第１の電極領域の下にあるインターコネクタ領域に部分的に達
して延在する。第１の接着材料は、少なくとも１つの凹部中に配置され、前記第１の電極
領域および前記第１の電極領域の下にあるインターコネクタ領域と接触する。流体マニホ
ールド層は、少なくとも１つの凹部の上に配置され、第１の接着材料によって複合層に固
着されている。ある実施の形態では、少なくとも１つの凹部は１つのチャネルを含み、他
の実施の形態では、少なくとも１つの凹部が１つのキャビティを含む。
【０００６】
　さらに他の実施の形態では、本発明は発電方法を含む。当該方法は、本発明の平面燃料
電池アセンブリの流体プレナムに燃料を送ることを含み、流体プレナムは、流体マニホー
ルド層および複合層によって規定される。燃料がアノード部と接し、酸化剤がカソード部
と接して、発電する。
【０００７】
　さらに他の実施の形態では、本発明は、平面燃料電池アセンブリの製造方法を含む。当
該方法は、複数のインターコネクタ領域および複合層の第１の面および第２の面の上に配
置された複数の電極領域含む複合層を用意する工程を有し、電極領域がアノード領域およ
びカソード領域を含む。第１の面は第２の面の反対側の面である。少なくとも１つの凹部
が前記複合層の第１の面に形成され、少なくとも１つの凹部が第１の電極領域を貫通して
延在し、前記第１の電極領域の下にあるインターコネクタ領域に部分的に達して延在する
。第１の接着材料は、少なくとも１つの凹部に配置され、第１の接着材料が前記第１の電
極領域および前記第１の電極領域の下にあるインターコネクタ領域と接する。流体マニホ
ールド層は、少なくとも１つの凹部上に固着され、流体マニホールド層が第１の接着材料
によって前記複合層の第１の面に固着される。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
　必ずしも原寸どおりに描かれていない図面において、同様な数値は、いくつかの図で実
質的に同じ部材を表す。異なる添え字を持つ同一の数字は、同様な部材の異なる例を示す
。当該図面は、通常、本明細書に記載された種々の実施の形態を例として示しており、こ
れに限定されない。
【図１】図１（Ａ）および１（Ｂ）は本発明の燃料電池システムの断面図を示す。
【図２】図２（Ａ）および２（Ｂ）は本発明の燃料電池システムの部分断面図を示す。
【図３】図３（Ａ）および３（Ｂ）は、チャネルが複合層の第１の表面に対して対角（op
posite angles）に形成された、本発明の実施の形態を示す。
【図４】図４は、複合層の部分斜視図を含む本発明の実施の形態を示す。．
【図５】図５は、アノード領域を貫通し、導電領域内に延在するチャネルを有する発明の
実施の形態を示す。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下の説明において、特定の細目は、本発明をよりよく理解するために定められる。し
かし、発明はこれらの細目なしで実施されうる。他の例では、本発明を不必要に不明瞭に
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することを避けるために、周知の要素が示されず、詳細に記述されない。例として示され
た図は、本発明が実施されうる特定の実施形態を示す。これらの実施形態は組み合わせら
れたり、他の要素が用いられたり、構造的または論理的な変更が本発明の範囲から外れる
ことなく実施されうる。したがって、本明細書および図面は、限定的な意味ではなく、例
示的な意味において捉えられるべきである。
【００１０】
　本明細書で参照されるすべての刊行物、特許および特許文献は、参照によりその全体が
個々に本明細書に組み込まれる。本明細書と参照により組み込まれる文献との間の用法が
一致しない場合には、組み込まれる文献中の用法は、本明細書の用法を補助するものと考
えるべきであり、矛盾点に関しては、本明細書が優先する。
【００１１】
　本明細書において、「または」という用語は、特に指定がない限り、「Ａ、ＢまたはＣ
」が「Ａのみ」、「Ｂのみ」、「Ｃのみ」、「ＡおよびＢ」、「ＢおよびＣ」、「Ａおよ
びＣ」、「Ａ、ＢおよびＣ」を含むように非制限的に用いられる。「～（の）上」および
「～（の）下」という用語は、部材の中心に関して２つの異なる方向を説明するために用
いられ、「上面」および「下面」という用語は、複合材の２つの異なる表面を説明するた
めに用いられる。しかし、これらの用語は、単に説明を簡単にするために用いられ、燃料
電池層や記載された実施形態の方向を固定するものではないことを理解されたい。本明細
書または請求項中において、「第１の」、「第２の」および「第３の」などの用語は、単
なるラベルとして用いられ、それらの目的物に数字が必要であることを課すことを意図し
ない。本明細書で明示的に記載されたどの数値範囲も、明示的に記載された範囲のすべて
のサブセットを含み、サブセットの範囲は明示的に記載されたものとして捉えられる。例
えば、記載された範囲が１－１００の場合は、１－８０、２－７６の範囲や、１と１００
との間に入る他の数値範囲を含む。他の例では、記載された範囲が「１０００以下」の場
合には、５０－１００、２５－２９、または２００－１０００などの１０００未満のいか
なる範囲も含む。
【００１２】
　携帯型電子機器(たとえば、携帯電話、ラップトップコンピュータ、コンピュータアク
セサリ類、ディスプレイ、個人用音楽またはビデオプレイヤ、医療機器、テレビ、トラン
スイミッター、レシーバー、屋外照明またはフラッシュライトを含む照明機器、電子玩具
、動力工具または、その他、電池が通常使用される機器)は、性能に対する要求が高まる
一方で、小型化する傾向にある。このため、燃料電池システムは電子デバイスの全体積の
中でより小さい体積のみを占めることが求められる。コンパクトな電源を駆動するために
、可能な限り狭いスペースにおて要求される電力を供給し、燃料が利用できる体積を最大
化するために、燃料電池が高比出力(例えば、電力密度)を有する必要がある。
【００１３】
　できるだけ小型であることに加えて、燃料電池が、携帯型電力アプリケーション中でう
まく動作することを助ける全体形状を有することが利点になる。平面的な形状は、燃料電
池によって電力が供給される全システムの構成に大きな要求を課すことなく、燃料電池を
電源として一体化させることができる。高出力の燃料電池層は、平面的な形態で構成され
るため、燃料電池層の全表面積が増加し、より大きな反応物プレナムの加圧によって内力
を増加させる傾向にある。加圧は大面積に働き、より大きな力を作り出し、平面燃料電池
の層や存在しうる内部支持構造を保持するために用いられる周辺シールなどの平面燃料電
池の種々の部分にストレスを与える。内部支持構造の例は、「省スペース化流体プレナム
を有する燃料電池システムおよびその製造方法」という名称のSchrootenらによる米国特
許出願公開番号2009/0081493に記載されており、その全開示内容が参照により本明細書に
組み込まれる。本発明のある実施形態は、US2009/0081493に開示された内部支持構造を有
する燃料電池システムを含む。
【００１４】
　携帯型アプリケーションに用いられる燃料電池は、周辺環境に露出し、直接あるいは低
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圧損失を経由してダクトに取り付けられた、空気を吸い込むカソードを有してもよい。セ
ル中に燃料を送出し、高出力運転での燃料消費を維持するために、燃料（ガスまたは気体
）は、外部環境に対して陽圧になるように維持されうる。このため、層状の燃料電池構造
層構成によって少なくとも部分的に規定される燃料プレナムを含み、当該燃料プレナムは
、システム外に燃料が漏出することを防ぐために密封される。
【００１５】
　本発明は、平面燃料電池の層を固定する改良された方法に関する方法、システムおよび
物品を提供する。特に、本発明は、電極層に延在し、かつ、その下にある層（例えば、基
板部材または集電部材）内に延在する凹部を用いて外部層（例えば、燃料または流体マニ
ホールド）に固着された複合層を有する平面燃料電池に関する方法、システムおよび物品
を提供する。本明細書において、「凹部」はチャネル（例えば、後述されるように、図１
（Ａ）および図１（Ｂ）で示されるチャネル）、またはキャビティ（例えば、後述される
ように、図４に示されたキャビティ）でありうる。
【００１６】
　図１（Ａ）および図１（Ｂ）は、燃料電池システム１００を含む発明の実施の形態の一
部の断面図を示す。図１（Ｂ）は、図１（Ａ）を拡大した図を示す。
【００１７】
　燃料電池システム１００は複合層１１０を含む。複合層１１０は、アノード領域１２０
、１２１および１２２およびカソード領域１３０、１３１および１３２の形態の電極領域
を含む単燃料電池が平面配列するように配置された多数の部材を含む。アノード領域１２
０、１２１および１２２は、複合層１１０の第１の表面に配置され、カソード領域１３０
、１３１および１３２は、第１の表面とは反対側の複合層１１０の第２の表面に配置され
ている。導電領域１３５および１３６、絶縁領域１４０、１４１、１４２、１４３および
イオン伝導領域１５０がアノード領域とカソード領域との間にサンドイッチされている。
このような複合層１１０内のアノードおよびカソード領域の配置により、隣接するアノー
ド領域とカソード領域との電気的な接続され、当該システムの動作中に燃料電池の電圧が
加算される。本発明のある実施の形態では、複合層は、電極領域の上面または下面に固着
あるいは配置された材料の付加的な層を含む。当該材料として、ガスシールまたはガスバ
リア、性能向上層（performance enhancing layers：PEL）媒体、伝導カーボンオーバー
レイ(CCO)媒体、ガス拡散層(GDL)などが挙げられる。このような媒体の例は、「燃料電池
用の性能向上層」という名称のHouらによるPCT特許出願公開番号WO2011/079378に記載さ
れており、その全体は参照により本明細書に組み込まれる。
【００１８】
　本明細書に記載される実施の形態では、導電領域および絶縁領域は、「インターコネク
タ」または「インターコネクタ領域」と呼ばれることがある。例えば、図１（Ａ）および
図１（Ｂ）において、導電領域１３５は絶縁領域１４２および１４３とともに、「インタ
ーコネクタ」または「インターコネクタ領域」を形成する。同様に、導電領域１３６は、
絶縁領域１４０および１４１とともに、他の「インターコネクタ」または「インターコネ
クタ領域」を形成する。絶縁領域および導電領域は、複合インターコネクタ構造を形成す
る。本発明で使用されうるインターコネクタの他の例は、「燃料電池を外部回路に接続す
る装置および方法」という名称のSchrootenらによる米国特許出願公開2011/0165495およ
び2012/0003568に記載されている。両刊行物の開示は参照により本明細書に組み込まれる
。本発明のある実施形態では、絶縁領域は基板または基板部材でありうる。
【００１９】
　チャネル１５５および１５６は、複合層１１０の第１の表面を規定するインターコネク
タの中に入り込み、あるいは、当該インターコネクタ中に形成されている。チャネル１５
５は、アノード領域１２０とアノード領域１２１の近傍に延在し、アノード領域１２０と
アノード領域１２１とを電気的に分離する。また、チャネル１５６は、アノード領域１２
１とアノード領域１２２の近傍に延在し、アノード領域１２１とアノード領域１２２とを
電気的に分離する。また、チャネル１５５は、絶縁領域１４１の中に延び、チャネル１５
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６は、絶縁領域１４３の中に延びる。
【００２０】
　本発明のチャネルの正確な寸法および方向は、任意のアプリケーション、関連する燃料
電池システムおよびチャネルが形成されるインターコネクタの寸法の必要性などの要因に
よって変わりうる。たとえば、チャネルを形成するためにレーザーが用いられ、チャネル
が深く形成され過ぎる場合には、レーザが絶縁領域を焼き切り、絶縁領域の下にあるカソ
ード領域およびアノード領域の中に達する場合がある。チャネルの深さに加えて、チャネ
ルの位置も考慮すべきである。隣接する導電領域に近すぎて配設されると、隣接するカソ
ード領域同士または隣接するアノード領域同士の間に短絡が生じる可能性が高くなり、隣
接するイオン伝導領域に近すぎて配設されると、レーザの熱によりイオン伝導領域を破損
させる可能性がある。さらに、チャネルが以下に詳細に説明するように、斜めに配置され
ている場合には、チャネルを深く形成し過ぎると、チャネルが隣接する導電領域に侵入し
、複合層にリークを生じさせたり、アレイが圧力を受けた際に、導電領域が裂けるほど導
電領域を弱める場合がある。チャネルの深さ、位置および複合層の他の部材に対する方向
に加えて、チャネルの幅も考慮すべきである。相対的に幅広なチャネルを形成すると、切
断具（たとえば、切断用レーザ）が隣接する部材や領域に侵入可能性が高くなる。チャネ
ルが狭すぎると、隣接するカソード領域同士または隣接するアノード領域同士の間に短絡
が生じる可能性が高くなる。ある実施の形態では、チャネルの幅は、約６０μｍ～約１０
０μｍであり、チャネルが絶縁領域に入り込んだ深さは、約８０μｍ～１０５μｍである
。ある実施の形態では、チャネルの端が隣接する導電領域の端から約７０μｍ～１１０μ
ｍだけ離れるようにチャネルが配設される。当該実施の形態では、インターコネクタの幅
は、約０．５ｍｍ～約５ｍｍ、好ましくは約０．７～３ｍｍであり、インターコネクタの
厚さは、約０．１ｍｍ～約０．５ｍｍである。他の実施の形態では、たとえば、約２０μ
ｍ～１００μｍの薄さのインターコネクタを有する実施の形態では、より小さく、かつよ
り浅いチャネルが形成されうる。インターコネクタの幅内で、絶縁領域および導電領域の
幅は、略同一または互いに異なってもよい。各インターコネクタは、１以上の絶縁領域お
よび１以上の導電領域を有してよい。ある実施の形態では、これらの各領域で使用される
材料は様々でありうる。複合インターコネクタの例は、「燃料電池を外部回路に接続する
ための装置および方法」という名称の米国特許出願公開2011/0165495および2012/0003568
に開示されており、当該明細書の全体は参照により本明細書に組み込まれる。
【００２１】
　接着材料１６０（図１（Ｂ）に図示）は、アノード領域１２０および１２１の上面また
は主表面の一部の上に横たわり、かつ、チャネル１５５の中に延在して、絶縁領域１４０
および１４１と導電領域１３６とによって形成されるインターコネクタに接触および固着
し、かつ、チャネル領域１５５内の絶縁領域１４１の表面に接触および固着している。燃
料マニホールド層１７０は、接着材料１６０の上、または接着材料１６０の上方に配置さ
れることにより、燃料マニホールド層１７０によって上方が規定され、アノード領域１２
１によって下方が規定される燃料プレナム１９１が形成される。接着材料１６０は、燃料
マニホールド層１７０をアノード領域１２０および１２１ならびに絶縁領域１４０、１４
１および導電領域１３６によって形成されるインターコネクタに接触および固着させる。
燃料マニホールド層１７０は、例えば、シュルーテンらによる「流体プレナムの省スペー
ス化を含む燃料電池システムおよびその方法」という名称の米国特許出願公開２００９／
００８１４９３に教示されたような流体マニホールドでありうる。当該出願の全体は参照
により本明細書に組み込まれる。
【００２２】
　接着材料１６０は、所望の物理的性能および特性を提供する接着剤によって形成されう
る。もちろん、必要とされる正確な特性は、特定のアプリケーションの要求に応じて変わ
りうるが、共通する設計事項として、水蒸気の蓄積に対する耐性、熱変動に対する耐性お
よび圧力サイクルに耐える能力が含まれうる。さらに、調合および硬化処理の間の垂れや
すさ、高速調合における安定性、加速硬化に対する適合性、硬化温度、ポットライフ、保
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管期間、収縮値、気泡量、価格、強度、柔軟性およびガス抜け性などの接着材料の特性を
考慮してもよい。あるアプリケーションでは、接着材料は電気絶縁性であり、燃料電池シ
ステムの他の部材を汚染しない。ある実施の形態では、接着材料１６０は、例えば、エポ
キシまたはポリウレタン系接着剤である。他の実施の形態では、接着材料１６０は、UV硬
化接着剤または熱溶解性接着剤でありうる。好適な接着材料の特定の例として、Araldite
 2041 ポリウレタン接着剤(テキサス州ウッドランドのHuntsman International LLC社か
ら入手可能)、IRS2125 エポキシ接着剤(イングランド、オックスフォードシャー州のInte
rtronics Co.から入手可能)、DP125 エポキシ接着剤(ミネソタ州セントポールの3M Compa
ny から入手可能)、DP190 エポキシ接着剤(ミネソタ州セントポールの3M Companyから入
手可能)、または3549 ウレタン接着剤(ミネソタ州セントポールの3M Companyから入手可
能)が挙げられる。
【００２３】
　チャネル１５５および１５６は、例えば、アノード領域を貫通し（アノード領域１２０
とアノード領域１２１とを分離する）、その下にある絶縁領域１４１の中に達するレーザ
加工によって形成されうる。チャネル１５５および１５６は、絶縁領域１４１および１４
３内に延在するため、その上にある接着材料（例えば、絶縁領域１４１の場合には、接着
材料１６０）は、アノード層を貫通しないチャネルに比べてより広い表面積に固着するこ
とができる。このようにして、燃料電池システム１００によれば、燃料マニホールド１７
０と複合層１１０との間の固着性を高めることができる。
【００２４】
　図１（Ａ）および図１（Ｂ）は、平面燃料電池のアノード層を貫通し、その下にある絶
縁領域内に延在するチャネルを示すが、本発明は、チャネルがインターコネクタの絶縁領
域内に延在する実施形態に限定されない。ある実施の形態では、本発明は、平面燃料電池
のアノード層またはカソード層を貫通し、その下にある基板、またはインターコネクタ領
域の導電領域や他の部分などの層内を延在するチャネルを含む複合層を有する。また、本
発明は、図１（Ａ）および図１（Ｂ）で示される領域および部材の特定の配置を有する実
施形態に限定されず、チャネルがアノード層またはカソード層を貫通し、その下にあるサ
ブ層内を延在するように形成されるいかなる平面燃料電池層構造も含みうる。例えば、以
下の刊行物は、本発明が適用されうる燃料電池の実施形態および複合燃料電池層を記述す
る。
1)「非対称構造を有する燃料電池および燃料電池コンポーネントならびにその製造方法」
という名称のPCT 特許出願公開WO2011/079377
2)「触媒層の下にある導電層を有する電気化学セル」という名称の米国特許7,632,587
3)「電気化学反応層の下にある導電構造を有する電気化学セル」という名称の米国特許出
願公開2010/0183955
4)「省スペース流体プレナムを含む燃料電池システムおよびその製造方法」という名称の
米国特許出願公開2009/0081493
5)「電気化学セルおよびこれに関連する膜」という名称の米国特許出願公開2011/0003229
6)「集積燃料電池およびヒートシンクアセンブリ」という名称の米国特許7,205,057
7)「携帯型電子機器における熱管理システムおよび方法」という名称の米国特許出願公開
2009/0297895
8)「不連続領域を含む電気化学セルアセンブリ」という名称の米国特許8,129,065
【００２５】
　上述した文献はその全体が本明細書に組み込まれ、本発明は、電極層を貫通し、電極層
の下にある層または部材(例えば、基板領域または絶縁部材、絶縁領域または絶縁部材、
イオン伝導領域またはイオン伝導部材、導電領域または導電部材)内を延在するチャネル
またはギャップを含むように変更された、上述した文献に記載されたいかなる方法、部材
、またはシステムも含みうる。例えば、WO2011/079377は、電極層を貫通して延在し、隣
接する電極領域を形成するギャップまたはチャネルを含む数多くの異なる得実施形態を例
示する。本発明は、WO2011/079377に開示された燃料電池の実施形態を含む。ただし、本
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発明は、ギャップまたはチャネルが電極層を貫通して延在し、その下にある部材層(例え
ば、基板領域または基板部材、イオン伝導領域またはイオン伝導部材、導電領域または導
電部材)の中を延在し、ギャップまたはチャネル中に燃料電池システムの他の層(例えば、
流体マニホールド層)を複合層に固着する接着材料や他の材料が配置される点で当該刊行
物と相違する。上述した特許および特許公開はその全体が本明細書に組み込まれる。
【００２６】
　図２（Ａ）および図２（Ｂ）は、燃料電池システム２００を含む本発明のある実施の形
態の他の部分の断面図を示す。図２（Ｂ）は、図２（Ａ）の拡大図である。
【００２７】
　燃料電池システム２００は、複合層２１０の第１の表面において斜め方向に延在する点
を除いて、図１（Ａ）および図１（Ｂ）に示した複合層１１０と同様な複合層２１０を含
む。チャネル２５５および２５６は、複合層２１０の第１の表面において複合層２１０の
第１の表面に対して角度αで延在する。角度αは、例えば、９０°以下でありうる。チャ
ネル２５５および２５６を斜め方向に形成することにより、燃料プレナム２９１中の燃料
からの圧力による接着材料２６０の剥離に対する耐性を高めることができる。燃料プレナ
ム２９１中の燃料の圧力は、矢印２９５の方向を向き、チャネル２５５中の接着材料２６
０にストレスを加える。チャネル２５５は、複合層２１０の第１の表面（および、プレナ
ム２９１中の燃料の存在によって生成する圧力の矢印２９５）に対して斜めになっている
ため、チャネル２５５における接着により、アンカー効果および複合層に固着された層の
耐剥離性が得られる。
【００２８】
　他の実施形態では、複合層中の１以上のチャネルが複合層の第１の表面に対して９０°
より大きい角度で形成される。図３（Ａ）および図３（Ｂ）は、チャネル３５５および３
５６が複合層３１０の第１の表面に対して対角に形成される発明のある実施形態を示す。
チャネル３５５は、複合層３１０の第１の表面に対して角度βで延在し、チャネル３５６
は、第１の表面に対して角度αで延在する。角度βは９０°より大きく（例えば、９１－
１７９°の角度）、角度αは９０°より小さい（例えば、１°－８９°の角度）。複合層
３１０により、プレナム３９１に存在しうる燃料から受ける力に対抗する固着力を高める
ことができ、多数の方向（例えば、矢印３９６、３９５、および／または３９７）の力を
受けるときでも、アンカー効果が生み出される。
【００２９】
　ある実施の形態では、角度βは角度αより９０°大きい。他の実施の形態では、発明は
第１の表面に対して互いに異なる角度で形成された複数のチャネルを含む複合層を有する
。
【００３０】
　本発明のチャネルは、レーザ加工や水ジェットプロセス、噴射摩耗プロセス、化学エッ
チングプロセス、機械加工プロセス（例えば、切断、研削など）、またはダイパンチング
プロセスなどの他の切断方法によって形成されうる。ある実施の形態では、本発明により
、複合層の部材を加工用レーザから保護するための層が提供される。例えば、レーザ加工
を受ける電極層およびその下にある部材または層は、電極層の他の部分を意図せず完全に
切断することを防ぐ保護層を含む。例えば、図３（Ｂ）は、集電体３４１および３４２が
加工用レーザがアノード層３２１にダメージを与えることを防ぐ保護層３９９を含みうる
ことを例示する。保護層３９９は、例えば、インターコネクタ領域の上に他の絶縁材料を
追加することにより形成されうる。これに代えて、保護層は、インターコネクタの絶縁領
域の組成を、例えば、レーザ放射を透過させなくするように、変更することによって形成
されうる。このような保護層の例は、「燃料電池層」という名称の藤田らによる米国特許
出願番号13/306,253に記載されており、その全体は参照により本明細書に組み込まれる。
【００３１】
　ある実施の形態では、本発明は、電極層を分断して、隣接する電極領域間にギャップ（
例えば、隣接する電極領域が互いに電気的に直に接続しないように絶縁するチャネル）を
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形成するチャネルを含む複合層を有する。しかし、ある実施の形態では、本発明は、隣接
する電極領域間の絶縁ギャップを形成しない、アノード領域またはカソード領域に形成さ
れたギャップを含む複合層を有する。例えば、図４は、キャビティ４８０、４８１および
４８２、およびチャネル４８３を含む複合層４１０の部分の斜視図を含む本発明のある実
施形態を示す。キャビティ４８０、４８１および４８２は、複合層４１０の第１の表面の
全長にわたって広がっておらず、複合層４１０の第１の表面の全長の一部にのみ広がって
いる。一方、チャネル４８３は、複合層４１０の第１の表面の全長にわたって広がってい
る。このように、チャネル４８３は、複合層４１０のアノード層をアノード領域４１５お
よびアノード領域４１６に分離する。アノード領域４１５およびアノード領域４１６は、
互いに接触しない。キャビティ４８０、４８１および４８２は、複合層４１０の幅方向に
途切れ途切れに延在し、複合層４１０と流体マニホールド（図４に図示せず）などのその
上の層との間の固着領域を増やすような場所が得られる。ある実施の形態では、本発明は
、複合層の第１の表面に対して異なる角度または同様な角度で延在する、途切れ途切れに
並んだチャネルまたはキャビティを含む複合層を有する。キャビティ４８１は、その下に
ある導電領域の中に延在または入り込みうる。
【００３２】
　さらに他の実施の形態では、ギャップは、燃料電池層にアノード層を形成するために多
孔性材料を用いることなどにより、より小さい寸法で形成されうる。当該実施の形態では
、アノード層を形成するために用いられる多孔性材料は、均一または不均一に多孔質であ
ってよい。例えば、当該材料は、複合層と流体マニホールドとの間の固着表面積を増やす
ように界面領域に近い部分で空隙率が増えてもよいが、イオン伝導領域に近い部分で異な
る空隙率を有し.てもよい。イオン伝導領域に近い部分における空隙率は、電気化学反応
に関連する特性を最適化するように調整されうる。
【００３３】
　他の実施の形態では、本発明は、チャネルおよび２以上の異なる接着または固着材料を
含む複合層を提供する。図５は、そのような実施の形態を図示し、アノード領域５２０お
よび５２１を貫通し、絶縁領域５４１内に延在するチャネル５５５を有する複合層５１０
を含む。第１の接着材料５６０はチャネル５５５内に堆積され、チャネル５５５からあふ
れ出て第１の接着材料５６０の一部がアノード領域５２０および５２１の上になる。第２
の固着または接着材料５６１は、第１の接着材料５６０の上に位置し、流体マニホールド
５７０、第１の接着材料５６０、アノード領域５２０および５２１の上面に固着される。
ある実施の形態では、第１および第２の接着材料は、異なる特性を有する。例えば、第１
の接着材料は、第２の接着材料よりもガス拡散透過性が高いか低くてもよい。他の例では
、第１の接着材料は、第２の接着材料より剛性が高くても低くてもよい。
【００３４】
　さらに他の実施の形態では、本発明は、電極領域を貫通して延在し、その下にあるイン
ターコネクタ領域には延在しない隔たりを含む。下にあるインターコネクタ領域部に延在
しない隔たりにより、このような隔たりを持たない平面燃料電池に比べて、複合層とその
上の層(例えば、流体マニホールド層)との間の固着性を高めることができる。
【００３５】
　上記の記載は例示的であることを意図しており、限定的であることを意図しない。上記
の記載を閲覧した当業者によって、他の実施の形態が用いられうる。例えば、ある実施の
形態の要素は、他の実施の形態の要素と併用されうる。また、上記詳細な説明において、
種々の特徴が本開示を簡素化するために１つにまとめられうる。これは、請求項に記載さ
れていない特徴がいかなる請求項においても必須であることを意図しないと解されるべき
である。むしろ、発明の主題は、特定の実施の形態の全ての特徴より少ない構成でありう
る。このため、請求項が詳細な説明中に組み込まれ、各請求項が別個の実施の形態として
成り立つ。本発明の範囲は、請求項を参照して定められ、当該請求項と等価な全範囲も権
利が付与される。
【符号の説明】
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【００３６】
１００　燃料電池システム、１１０　複合層、１２０，１２１，１２２　アノード領域、
１３０，１３１，１３２　カソード領域、１３５，１３６　導電領域、１４０，１４１，
１４２，１４３　絶縁領域、１５０　イオン伝導領域、１５５，１５６　チャネル

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】
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